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（趣旨） 

第１条 本市の機関が保有する死者情報の取扱いについては、別に定めるものを除き、こ

の要綱の定めるところによる。 

 （定義） 

第２条 この要綱において、次の各号に掲げる用語の意義は、当該各号に定めるところに

よる。 

(1) 死者情報 死者に関する情報であって、次の各号のいずれかに該当するものをいう。 

  ア 当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等（文書、図画若しくは電磁的

記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の知覚によっては認識するこ

とができない方式をいう。）で作られる記録をいう。以下同じ。）に記載され、若し

くは記録され、又は音声、動作その他の方法を用いて表された一切の事項（個人識

別符号を除く。）をいう。）により特定の個人を識別することができるもの（他の情

報と容易に照合することができ、それにより特定の個人を識別することができるこ

ととなるものを含む。） 

  イ 個人識別符号（個人情報の保護に関する法律（平成１５年法律第５７号。以下「個

人情報保護法」という。）第２条第２項に規定する個人識別符号をいう。ただし、

議会にあっては、札幌市議会個人情報保護条例（令和４年条例第４６号。以下「議

会個人情報保護条例」という。）第２条第２項に規定する個人識別符号をいう。以

下同じ。）が含まれるもの 

(2) 本市の機関 市長、教育委員会、選挙管理委員会、人事委員会、監査委員、農業委

員会、固定資産評価審査委員会、公営企業管理者、消防長及び議会並びに本市が設立

した地方独立行政法人（地方独立行政法人法（平成１５年法律第１１８号）第２条第

１項に規定する地方独立行政法人をいう。以下同じ。）をいう。 

(3) 公文書 個人情報保護法第６０条第１項に規定する地方公共団体等行政文書をい

う。ただし、議会にあっては議会個人情報保護条例第２条第４項に規定する公文書を

いう。 

 （死者情報の取扱い） 

第３条 本市の機関は、保有する死者情報を当該本市の機関内で利用し、又は当該本市の

機関以外のものへ提供するときには、遺族等の権利利益を侵害しないよう慎重に配慮し

なければならない。 

（開示の申出等） 

第４条 次に掲げる者（以下「開示対象者」という。）は、この要綱の定めるところによ

り、死者情報の開示の申出をすることができる。 

(1) 当該死者の配偶者（婚姻の届出をしていないが、当該死者の死亡の当時事実上婚姻

関係と同様の事情にあった者を含む。）、子又は当該死者の血族である父母 



(2) 当該死者の２親等の血族である者（前号に掲げる者がいない場合に限る。） 

(3) 当該死者の相続人である者（前２号に掲げる者を除く。） 

２ 未成年者又は成年被後見人である開示対象者の法定代理人は、当該開示対象者に代わ

って開示の申出をすることができる。 

 （開示対象情報） 

第５条 この要綱により開示対象者に開示することができる死者情報（以下「開示対象情

報」という。）は、本市の機関が保有する公文書に記録された情報であって、別表１に

定める情報（既に札幌市情報公開・個人情報保護審議会の意見を聴いて特に開示する必

要があると認められた情報を含む。）に限る。 

（開示の申出の手続等） 

第６条 開示対象情報の開示の申出（以下「開示申出」という。）をしようとする者は、

当該開示対象情報を保有する本市の機関に対し、別に定める事項を記載した申出書（様

式１。以下「開示申出書」という。）を提出するものとする。ただし、当該様式によら

ずとも、必要な内容を具備したものの提出があった場合には、開示申出書の提出があっ

たものとみなすことができる。 

２ 開示申出の受付は、総務局行政部行政情報課（以下「行政情報課」という。）におい

て行うものとする。各区市民部総務企画課においては、開示申出に係る相談に応じ、行

政情報課と連絡をとり開示申出の取次ぎを行うものとする。 

３ 開示申出をしようとする者は、本市の機関に対して、自己が当該開示申出に係る開示

対象情報の開示対象者又はその法定代理人であることを証明するために必要な書類を

提出し、又は提示しなければならない。 

４ 前項に規定する開示対象者であることを証明するために必要な書類は、次に掲げる書

類とする。 

(1) 戸籍の謄本その他当該開示申出に係る開示対象情報の開示対象者であることを証

明する書類 

(2) 当該開示申出をしようとする者が開示対象者本人であることを証明するための個

人情報保護法第７７条第２項に規定する本人であることを示す書類（議会に対して当

該開示申出をする場合にあっては、議会個人情報保護条例第１９条第２項に規定する

本人であることを示す書類） 

５ 第３項に規定する法定代理人であることを証明するために必要な書類は、個人情報保

護法第７７条第２項に規定する本人の代理人であることを示す書類（法定代理人である

ことを示す書類に限る。）とする。ただし、議会に対して当該開示申出をする場合にあ

っては、議会個人情報保護条例第１９条第２項に規定する本人の代理人であることを示

す書類（法定代理人であることを示す書類に限る。）とする。 

６ 開示申出をした法定代理人は、当該開示申出に係る死者情報の開示を受ける前にその

資格を喪失したときは、直ちに、書面でその旨を当該開示申出をした本市の機関に届け

出なければならない。 

７ 前項の規定による届出があったときは、当該開示申出は、取り下げられたものとみな

す。 

８ 本市の機関は、開示申出書に形式上の不備があると認めるときは、開示申出をした者



（以下「開示申出者」という。）に対し、相当の期間を定めてその補正を求めることが

できる。 

（原則開示） 

第７条 本市の機関は、開示申出があったときは、開示申出に係る開示対象情報に次の各

号に掲げる情報（以下「不開示情報」という。）のいずれかが含まれている場合を除き、

開示申出者に対し、当該開示対象情報を開示するものとする。 

(1) 開示申出者（第４条第２項の規定により未成年者又は成年被後見人の法定代理人が

開示対象者本人に代わって開示申出をする場合にあっては、当該開示対象者本人をい

う。以下この号、次号及び第１２条において同じ。）以外の個人に関する情報（事業

を営む個人の当該事業に関する情報及び開示申出に係る死者情報を除く。）であって、

当該情報に含まれる氏名、生年月日その他の記述等により開示申出者以外の特定の個

人を識別することができるもの（他の情報と照合することにより、開示申出者以外の

特定の個人を識別することができることとなるものを含む。）若しくは個人識別符号

が含まれるもの又は開示申出者以外の特定の個人を識別することはできないが、開示

することにより、なお開示申出者以外の個人の権利利益を害するおそれがあるもの。

ただし、次に掲げる情報を除く。 

ア 法令（条例を含む。以下「法令等」という。）の規定により又は慣行として開示

申出者が知ることができ、又は知ることが予定されている情報 

イ 人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示することが必要であると認

められる情報 

ウ 当該個人が公務員等（国家公務員法（昭和２２年法律第１２０号）第２条第１項

に規定する国家公務員（独立行政法人通則法（平成１１年法律第１０３号）第２条

第４項に規定する行政執行法人の職員を除く。）、独立行政法人等（独立行政法人通

則法第２条第１項に規定する独立行政法人及び別表第一に掲げる法人をいう。以下

同じ。）の職員、地方公務員法（昭和２５年法律第２６１号）第２条に規定する地

方公務員及び地方独立行政法人の職員をいう。）である場合において、当該情報が

その職務の遂行に係る情報であるときは、当該情報のうち、当該公務員等の職、氏

名及び当該職務遂行の内容に係る部分 

(2) 法人その他の団体（国、独立行政法人等、地方公共団体及び地方独立行政法人を除

く。）又は開示申出者以外の事業を営む個人の当該事業に関する情報であって、次に

掲げるもの。ただし、人の生命、健康、生活又は財産を保護するため、開示すること

が必要であると認められる情報を除く。 

 ア 開示することにより、当該法人等又は当該個人の権利、競争上の地位その他正当

な利益を害するおそれがあるもの 

  イ 行政機関等の要請を受けて、開示しないとの条件で任意に提供されたものであっ

て、法人等又は個人における通例として開示しないこととされているものその他の

当該条件を付することが当該情報の性質、当時の状況等に照らして合理的であると

認められるもの 

(3) 本市又は国、独立行政法人等、他の地方公共団体若しくは地方独立行政法人が行う

事務又は事業に関する情報であって、開示することにより、当該事務又は事業の適正



な遂行に支障を及ぼすおそれがあるもの 

（部分開示） 

第８条 本市の機関は、開示申出に係る開示対象情報に不開示情報が含まれている場合に

おいて、不開示情報に係る部分を容易に区分して除くことができるときは、開示申出者

に対し、当該部分を除いた部分につき開示するものとする。 

（開示対象情報の存否に関する情報） 

第９条 開示申出に対し、当該開示申出に係る開示対象情報が存在しているか否かを答え

るだけで、不開示情報を開示することとなるときは、本市の機関は、当該開示対象情報

の存否を明らかにしないで、当該開示申出を拒否することができる。 

（開示申出に対する決定等） 

第１０条 本市の機関は、開示申出に係る開示対象情報の全部又は一部を開示するときは、

その旨の決定をし、開示申出者に対し、その旨並びに開示をする日時及び場所を書面に

より通知するものとする。 

２ 本市の機関は、開示申出に係る開示対象情報の全部を開示しないとき（前条の規定に

より開示申出を拒否するとき、及び開示申出に係る開示対象情報を保有していないとき

を含む。）は、開示しない旨の決定をし、開示申出者に対し、その旨を書面により通知

するものとする。 

３ 前２項の規定による通知は、開示回答書（様式２）により、行うものとする。 

（開示決定等の期限） 

第１１条 前条第１項及び第２項の決定（以下「開示決定等」という。）は、原則として

開示申出があった日の翌日から起算して１４日以内に行うものとする。ただし、第６条

第８項の規定により補正を求めた場合にあっては、当該補正に要した日数は、当該期間

に算入しない。 

２ 本市の機関は、やむを得ない理由により、前項に規定する期間内に開示決定等をする

ことができないときは、当該期間を、その満了する日の翌日から起算して３０日を限度

として延長することができる。この場合において、本市の機関は、開示申出者に対し、

速やかに延長後の期間及び延長の理由を開示決定等期間延長通知書（様式３）により通

知しなければならない。 

３ 開示申出に係る開示対象情報が著しく大量であるため、開示申出があった日の翌日か

ら起算して４４日以内にその全てについて開示決定等をすることにより事務の遂行に

著しい支障が生ずるおそれがある場合には、前２項の規定にかかわらず、本市の機関は、

開示申出に係る開示対象情報のうちの相当の部分につき当該期間内に開示決定等をし、

残りの開示対象情報については相当の期間内に開示決定等をすれば足りる。この場合に

おいて、本市の機関は、第１項に規定する期間内に、開示申出者に対し、この項を適用

する旨及びその理由並びに残りの開示対象情報について開示決定等をする期限を開示

決定等期間特例延長通知書（様式４）により通知するものとする。 

（第三者に対する意見書提出の機会の付与） 

第１２条 開示申出に係る開示対象情報に本市並びに国、独立行政法人等、他の地方公共

団体及び地方独立行政法人並びに開示申出者以外の者（以下「第三者」という。）に関

する情報が含まれているときは、本市の機関は、開示決定等をするに当たって、当該情



報に係る第三者に対し、意見照会書（様式５）により通知して、意見書を提出する機会

を与えることができる。 

（開示の実施） 

第１３条 死者情報の開示は、当該死者情報が文書又は図画に記録されているときは閲覧

又は写しの交付により、電磁的記録（電磁的方式（電子的方式、磁気的方式その他人の

知覚によっては認識することができない方式をいう。）で作られる記録をいう。以下同

じ。）に記録されているときは、札幌市個人情報の保護に関する法律施行細則（令和５

年規則第１１号。以下「個人情報保護法施行細則」という。）第８条に定める方法（議

会にあっては札幌市議会個人情報保護条例施行規程（令和５年議会告示第３号。以下「議

会条例施行規程」）第１４条に定める方法を含む。）に準じて行うものとする。 

２ 本市の機関は、公文書に記録されている開示対象情報の開示をする場合において、開

示対象情報の一部について開示をするとき、当該公文書が破損し、又は汚損するおそれ

がある等当該公文書の保存に支障があると認められるときその他相当の理由があると

きは、当該公文書の写しを用いて開示を行うことができる。 

（費用の負担） 

第１４条 前条の規定により写しの交付（電磁的記録にあっては、個人情報保護法施行細

則第１０条に規定する方法（議会にあっては、議会条例施行規程第１６条に規定する方

法）によるものを含む。）を受ける者は、別表２に定めるところによりその写しの交付

に要する費用を負担するものとする。 

（審査の申出等） 

第１５条 開示申出者は、開示決定等について不服があるときは、当該開示決定等があっ

たことを知った日の翌日から起算して３月以内に、当該開示決定等をした本市の機関に

対し、審査の申出（以下「審査申出」という。）をすることができる。 

２ 審査申出をしようとする者は、当該開示決定等をした本市の機関に対し、審査申出書

（様式６）を提出するものとする。 

３ 本市の機関は、審査申出があったときは、行政情報課と協議の上、遅滞なく、審査申

出回答書（様式７）により回答するものとする。 

（他の制度との調整） 

第１６条 法令等の規定による閲覧若しくは縦覧又は謄本、抄本その他の写しの交付の対

象となる開示対象情報については、第４条から前条までの規定は、適用しない。 

 （指定管理者に対する特例） 

第１７条 指定管理者（地方自治法（昭和２２年法律第６７号）第２４４条の２第３項に

規定する指定管理者をいう。以下同じ。）が同法第２４４条第１項に規定する公の施設

（以下「公の施設」という。）の管理を行うに当たって死者情報を取り扱う場合におけ

る第５条から第７条までの規定の適用については、次の表の左欄に掲げる規定中同表の

中欄に掲げる字句は、それぞれ同表の右欄に掲げる字句に読み替えるものとする。 

第５条 本市の機関が保有 指定管理者が保有 

第６条第１項 本市の機関 指定機関（当該指定管理者を

指定した本市の機関をいう。

以下同じ。） 



第 ６ 条 第 ３

項、第６項及

び第８項 

本市の機関 指定機関 

第７条各号列

記以外の部分 

開示申出に係る開示対象情報 指定管理者から開示申出に係

る開示対象情報の提供を受

け、当該開示対象情報 

第７条第４号 本市 本市若しくは指定管理者 

事業に 事業（指定管理者にあっては、

本市の公の施設の管理に係る

事務に限る。）に 

２ 前項に規定する場合においては、第３条の規定を準用する。 

３ 第１項に規定する場合における第４条から第１５条までの規定の適用については、開

示対象情報（指定管理者が本市の公の施設の管理を行うに当たって保有するものに限

る。）が記録されている文書、図画及び電磁的記録であって当該指定管理者が保有して

いるものは、公文書とみなす。 

（その他） 

第１９条 この要綱に定めるもののほか、死者情報の取扱いに関し必要な事項は、別に定

める。 

   附 則 

１ この要綱は、平成１７年４月１日から施行する。 

２ 実施機関は、この要綱の施行前においても、第４条の開示対象情報について、同条の

規定の例により、札幌市個人情報保護審議会の意見を聴くことができる。 

３ 前項の規定により意見を聴いた情報は、施行日において、札幌市情報公開・個人情報

保護審議会の意見を聴いたものとみなす。 

   附 則 

この要綱は、平成１８年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２１年４月１日から施行する。 

   附 則 

この要綱は、平成２６年１月１日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２８年１月１日から施行する。 

２ この要綱の施行の際現に交付されている住民基本台帳カード（本人の氏名、住所及び

生年月日の記載があるものに限る。）は、行政手続における特定の個人を識別するため

の番号の利用等に関する法律の施行に伴う関係法律の整備等に関する法律（平成２５年

法律第２８号）第２０条第１項の規定によりなお従前の例によることとされた同法第１

９条の規定による改正前の住民基本台帳法（昭和４２年法律第８１号）第３０条の４４

第９項の規定によりその効力を失う時又は当該住民基本台帳カードの交付を受けた者

が行政手続における特定の個人を識別するための番号の利用等に関する法律（平成２５

年法律第２７号）第１７条第１項の規定により同法第２条第７項に規定する個人番号カ



ードの交付を受ける時のいずれか早い時までの間は、改正後の第５条第４項第２号オに

規定する個人番号カードとみなす。 

   附 則 

１ この要綱は、平成２８年４月１日から施行する。 

２ 改正後の第１４条の規定については、開示決定に対する不服の申出であって、この改

正の施行前にされた開示決定に係るものについては、なお従前の例による。 

   附 則 

この要綱は、平成３１年２月２８日から施行する。 

   附 則 

１ この要綱は、令和５年４月１日（以下「施行日」という。）から施行する。 

２ 施行日前に改正前の第６条第１項の規定による開示申出がされた場合における開示

決定等及び改正前の第１５条第１項の規定による審査申出がされた場合における回答

については、なお従前の例による。 

   附 則 

  この要綱は、令和５年５月２５日から施行する。 

附 則 

  この要綱は、令和６年５月２１日から施行する。 

 

 

別表１ 

番号 開示対象情報 

１ 市立札幌病院が保有する診療に関する記録 

２ 診療報酬明細書 

３ 介護保険に関する記録 

４ 救急出動報告書及び傷病者引継書 

５ 札幌市夜間急病センターが保有する診療に関する記録 

別表２ 

交付の方法 交付に要する費用の額 

日本産業規格(JIS)Ａ列３番以下の大きさの用

紙に白黒で複写したものの交付 
１枚につき１０円 

日本産業規格(JIS)Ａ列３番以下の大きさの用

紙にカラーで複写したものの交付 
１枚につき２０円 

日本産業規格(JIS)X0606及びX6281に適合する

直径 120mm で記憶容量 700MB までのＣＤ－Ｒに

複写したものの交付 

１枚につき６０円 

日本産業規格(JIS)X6241 に適合する直径 120mm

で記憶容量 4.7GB のＤＶＤ－Ｒに複写したもの

の交付 

１枚につき６０円 



上記以外の方法 

写しを作成するために実際に

要した額（その額に１０円未

満の端数があるときは、その

端数を切り上げる。） 

 備考 用紙の両面を使用する場合は、２枚として計算する。 


